
１　施策の目的と指標
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単位 数値区分 H27年度 H28年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

見込み値 2,080 2,080 2,070 2,070 2,060 2,060 2,060

実績値 2,216 2,091 2,091

見込み値

実績値
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目標値 - - - - 7 7 7 7 7

実績値 5 4 7 2

目標値 - - - - 15 17 19 21 23

実績値 36 27 13 17
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５　予算等の推移 ※当初予算。骨格予算の年度は６月補正後

地方債

県支出金

57,294一般財源

その他

0国庫支出金

関連事業予算額（単位：千円）

（
予
算
額
の
内
訳

）

112,294

0

55,000

0

　目標設定の考え方・理由（可能性と必然性）

・成り行き値は、過去の平均を基に5社と設定。後期基本計画では、産業立地進出用地造成計画の見込みや、積極的な企業誘致活動による新たな企業の誘致を見込み、目標値を
毎年度7社に設定した。

・成り行き値は、Ｈ30年度の実績値により設定。商工会へ新規創業の相談はあるものの、創業にした件数は減少している。後期基本計画では、産業構造の拡大、雇用の場の確保に
よる経済効果の影響を視野に入れながら、目標値は毎年2件を加算し、R６年度に23件に設定した。

２年度 ４年度 ５年度

３　施策の役割分担

４　施策の状況変化・住民意見等

南アルプスＩＣ新産業拠点整備室

社

社

（３）対象指標（対象の大きさを表す指標）

（４）成果指標（意図の達成度を表す指標）

市内で新たに創業・規模拡大する

（１）対象（誰、何を対象としているのか）　※人や自然資源等

（２）意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

施策関連課名

企業

① 誘致・規模拡大した企業数

２　指標等の推移

成
果
指
標 ③

④

A

C

（RESASによる）市内企業数
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政策№ 施策主管課

施策№

3

20 施策主管課長名

政策名

施策名

観光商工課

櫻本　明正

うるおいと活力のある　快適なまちの形成

企業誘致の推進

指標名

対
象
指
標

B

件②

成果指標設定の
              考え方

（成果指標設定の理由）

市内での創業の状況を示す／企業が新たに創業することが意図であるため、成果指標とした。

　成果指標の
           測定方法

　（どのように
　実績値を把握するか）

市内への企業誘致・市内での規模拡大の状況を示す／企業が市内で新たに創業、あるいは市内企業が隣接地の取得などにより規模拡大することが意図である
ため、成果指標とした。

商工会に新規創業の相談があり、業務を開始した年間件数（商工会資料）

1年間に誘致・規模拡大した企業数の合計（工場立地法届け出資料）

2,091

-

6

前期基本計画 後期基本計画

（RESASによる）市内企業数

誘致・規模拡大した企業数

創業した数

H29年度

-

18

３年度

①施策を取り巻く状況変化 （対象や根拠法令等は、今後（～R3年度末を見越して）どのように
変化するか？）

・中部横断自動車道の全線開通、リニア中央新幹線の開業により進出企業の増加が期待で
き、交流人口の増加と共に地域経済活性化が見込まれる。特に、南アルプスインターチェンジ
周辺については、将来的な交通の要衝として地域経済の活性化につながる産業の創出が必
要になる。

①市民（市民、事業所、地域、団体）の役割 （住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティ
が共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

・事業所は地域への貢献、地元雇用への優先、環境への配慮に努める。
・市民（地域）は、立地企業の活動に対する地域ぐるみの理解と用地提供等の協力をする。

②行政（市、県、国）の役割 （協働を進めるため市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がや
るべきこと）

・企業と地域との調整（企業と地域の要望の把握と対応）、税の優遇措置、立地助成等の支
援、環境整備（土地利用計画の策定、用途地域の規制緩和等）、用地の確保を行ない、企業
が進出しやすい環境をつくる。
・山梨県や南アルプス市商工会との密な情報交換により、企業立地を推進し、産業振興に繋
げる。

②関係者からの意見・要望 （この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からど
んな意見や要望が寄せられているか？）

・県外へ進学した大学生がUターンせず、市外へ流出していく傾向があり、人口対策・経済活
性化策として企業等の誘致を推進し、雇用の場の確保を望む声がある。
・環境に配慮した企業立地を望む市民からの声がある。
・遊休農地の活用策について、企業向けの土地への提供などを望む意見がある中で、農地と
の利用調整が求められる。
・「企業と地元の調整機能の強化」「積極的な地元雇用と若者に魅力ある企業の誘致」が求め
られる。

創業した数

5関連事業本数

区分 ６年度



６　施策の成果水準とその背景 施策名：

７　基本計画期間における施策方針

８　施策の目標達成のための基本事業の今年度（R2年度）の取組（事務事業）状況・今後の課題と次年度（R3年度)の方針

1

2

3

4

5

・２つの成果指標は、自治体により状況が異なるため単純に比較できないが、本市には市内外から新たな
工場進出の為、用地取得の問い合わせや工場増設、新規設備の導入の問い合わせが多数ある。
・中部横断自動車道の全線開通やリニア中央新幹線の開業などから、本市は企業から見ると、立地条件が
良く、可能性のある地域であるため、近隣他市と比べると、どちらかといえば高い成果水準となる。

企業の新規進出・規模拡大の推進

創業の推進

基本事業

「個別支援型創業支援テキスト」などを活用して商工会と連携を図り
ながら創業を推進する。

・工業団地の造成により、優良企業の誘致を推進していく。
・地元雇用に結びつく優良企業の誘致を図っていく。

市内の小売業者や商店街・店舗数が減少する中、事業者
を増やすために創業者支援に取り組む必要がある。

（１）施策の基本方針

・中部横断自動車道の全線開通やリニア中央新幹線の開業を見据え、優良な新規用地を確保し、積極的な企業誘致活動を展開する。
・意欲のある人が創業・起業を実現できるよう、商工会と連携して効果的な支援を行う。
・中部横断自動車道南アルプスインターチェンジ周辺については、新たな雇用の創出や地域経済を牽引する産業の集積を図り、交通環境を活かした新作業拠点
を創出する。

次年度（R3）の方針今年度（R2）の取組（事務事業）状況及び今後の課題

・企業の新規進出・規模拡大の需要に応える為、農産法による「工
業団地計画書」の策定する。

（１）目標達成度（目標値との比較）

目標より低い実績値だった

どちらかといえば目標より低い実績値だった

目標より高い実績値だった

成果がかなり低下した

成果がどちらかといえば低下した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかといえば向上した

成果がかなり向上した

どちらかといえば目標より高い実績値だった

目標どおりの実績値だった

シート２企業誘致の推進

かなり低い成果水準である

どちらかといえば低い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかといえば高い成果水準である

かなり高い成果水準である

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

成果指標①は、景気の変動により、誘致・規模拡大した企業数は微増減の波があるが、大手化粧品メー
カー㈱コーセーの工場進出により、今後は新規、規模拡大する企業が増えていく見込みがある。
成果指標②は、市内で創業した数は、Ｈ27年度より減少したが、新型コロナウイルス収束後、新たなビジネ
スが生まれる可能性がある。

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

（３）他団体比較（近隣他市、県・国との比較など）

（２）時系列比較（どのように変化してきたか）


